
令和７年 10月より新たな障害福祉サービスとして開始される「就労選択支援」について、

特別支援学校等に在籍する障害のある生徒が利用する際の取扱い等について、周知するも

のです。 
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特別支援学校等における就労選択支援の取扱いについて 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部

を改正する法律（令和４年法律第 104 号）の施行に伴い、新たな障害福祉サービスとし

て、令和７年 10 月から就労選択支援が開始されます。 

就労選択支援については、障害者本人が就労先や働き方についてより良い選択ができ

るよう、就労アセスメントの手法を活用して、本人の希望、就労能力や適性等に合った

選択を支援するサービスであり、特別支援学校高等部、高等学校、中等教育学校の後期

課程（以下「特別支援学校等」という。）に在籍する生徒の利用も見込まれます。 

就労選択支援の概要や、特別支援学校等に在籍する生徒の就労選択支援の利用に関す

る留意点等については下記のとおりですので、各都道府県教育委員会におかれては域内

の市区町村教育委員会及び所管の特別支援学校等に対して、各指定都市教育委員会にお

かれては所管の特別支援学校等に対して、各都道府県私立学校主管課及び構造改革特別

区域法（平成 14 年法律第 189 号）第 12 条第１項の認定を受けた各地方公共団体の学校

設置会社担当課におかれては所轄の特別支援学校等及び学校法人等に対して、附属学校

を置く各国立大学法人事務局におかれては附属特別支援学校等に対して、本件について

周知いただくようお願いします。 

なお、本件については、学校の負担軽減の観点からも、所管又は所轄の学校のうち、

障害のある生徒が在籍している等、必要と判断される学校に対して周知いただくようお

願いします。 

また、各都道府県障害保健福祉主管課におかれては、域内の市区町村障害保健福祉主

管課に対して、本件について周知いただくようお願いします。 

御中 
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なお、就労選択支援の具体的な内容や実施に関するマニュアルについては、厚生労働

省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課より各都道府県等障害保健福祉主管部局長等

宛に別添通知・事務連絡別紙のとおり示していますので、併せて参照いただくようお願

いします（別添１及び別添２参照）。 

 

記 

 

１ 就労選択支援の概要 

(１) 就労選択支援の趣旨 

  就労選択支援は、令和７年10月１日より開始する新たな障害福祉サービスであ

り、障害者本人が就労先や働き方についてより良い選択ができるよう、就労アセス

メントの手法を活用して、本人の希望、就労能力や適性等に合った選択を支援する

ことを趣旨とするものである。 

具体的には、専門的な研修を修了した支援員が、本人と協同しながらアセスメン

トを実施し、多機関連携によるケース会議や地域の情報収集等を行った上で、本人

の特性や意向等に応じた就労の選択を支援するものであり、就労選択支援の利用

は、本人の自己決定の尊重及び意思決定の支援につながるものと考えられる。 

 

(２) 就労選択支援の具体的な内容 

① 基本的なプロセス 

・短期間の生産活動等を通じて、就労に関する適性、知識及び能力の評価並びに就

労に関する意向等の整理（アセスメント）を実施。 

・アセスメント結果の作成に当たり、利用者及び関係機関の担当者等を招集して多

機関によるケース会議を開催し、利用者の就労に関する意向確認を行うとともに

担当者等から意見聴取を実施。 

・アセスメント結果を踏まえ、必要に応じて関係機関等との連絡調整を実施。 

・協議会への参加等による地域の就労支援に係る社会資源や雇用事例等に関する

情報収集、利用者への進路選択に資する情報提供を実施。 

 

② 作業場面を活用した状況把握（アセスメント）について 

就労選択支援では、作業場面を活用した状況把握（アセスメント）として、障害

の種類及び程度、就労に関する意向及び経験、就労するために必要な配慮及び支援、

適切な作業の環境等の項目を把握する。その際、同様のアセスメントが既に実施さ

れている場合は、必要に応じて、当該アセスメントを活用することができることと

している。なお、新たな情報が必要な場合は、就労選択支援事業者が追加的に実施

する。 

 

  ③ 多機関連携によるケース会議について 

就労選択支援では、就労選択支援利用後の適切な支援につなげていくため、地域 

の関係機関と集まり、利用者が希望する就労に向けた支援の方向性等について検討

する。 

 

(３) 就労選択支援の対象者 

就労移行支援又は就労継続支援を利用する意向を有する者及び現に就労移行支
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援又は就労継続支援を利用している者を対象とする。 

なお、就労選択支援の施行に伴い、就労継続支援Ｂ型は、令和７年 10 月より、

「就労選択支援事業者によるアセスメントにより、就労面に係る課題等の把握が行

われている者」が利用対象となることから、就労継続支援Ｂ型を利用する意向があ

る場合は、就労選択支援を予め利用する必要がある。（なお、50 歳に達している者

や障害基礎年金１級受給者、就労経験があり年齢や体力の面で一般企業に雇用され

ることが困難になった者等については、就労選択支援事業者によるアセスメントを

行うことなく、就労継続支援Ｂ型の利用が可能。） 

ただし、 

・ 近隣に就労選択支援事業者がない場合 

・ 利用可能な就労選択支援事業者数が少なく、就労選択支援を受けるまでに待

機期間が生じる場合 

は、就労移行支援事業者等による就労アセスメントを経た就労継続支援Ｂ型の利用

を認めることとしている。 

なお、令和９年４月以降は、新たに就労継続支援Ａ型を利用する場合や標準利用

期間を超えて就労移行支援を利用する場合についても、就労選択支援事業所による

アセスメントが行われている者が対象となる予定であるが、令和９年４月以降の取

扱いについては改めてお示しする。 

 

(４) 就労選択支援の支給決定期間及び実施期間 

支給決定期間は原則１か月間とする。 

支給決定期間のうち、作業場面等を活用した状況把握（アセスメント）は２週間

程度を想定しているが、個々の状況に応じて、５日間程度の短期間での実施も可能

とする。 

 

(５) 就労選択支援の実施時期 

  就労選択支援は18歳以上の障害者向けの障害福祉サービスであるが、特別支援学

校等に在籍する生徒に対して、より効果的な就労選択に資するアセスメントを実施

するため、特別支援学校等の１年次から利用可能であり、また、在学中に複数回実

施することも可能としている。 

  なお、15歳以上18歳未満の生徒が就労選択支援を利用する場合は、児童相談所長

が障害福祉サービスを受けることが適当と認め、その旨を市町村長に通知すること

が必要となる。 

 

２ 特別支援学校等に在籍する生徒の就労選択支援の利用に関する留意点 

(１) 就労選択支援の趣旨や意義に関する周知 

  本来、就労支援は、生徒本人の意向や適性、就労能力等に関するアセスメント結

果を踏まえたサービスを提供するものである。 

就労選択支援は、本人の希望、就労能力や適性等に合った選択を支援するもので

あり、特別支援学校等におけるキャリア教育・進路指導においてもその結果を活用

することができるものである。 

そのため、令和７年10月以降、特別支援学校等の卒業後に就労系障害福祉サービ

スを利用して、一般就労に向けた訓練を行う意向がある場合には、就労選択支援に
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よるアセスメント結果を踏まえた上で、一般就労に向けた目標設定や就労系障害福

祉サービスを利用した訓練の実施等、生徒本人が進路を検討するための情報を得た

上で方向性を決めていくことが重要である。 

このような本制度の趣旨や意義を踏まえ、特別支援学校等においては、自治体担

当者や相談支援事業者等と連携し、本制度について生徒や保護者への周知にご協力

いただくとともに、生徒が就労選択支援の利用を希望する場合には、自治体や相談

支援事業者を案内するなど、ご理解とご配慮をいただきたいこと。なお、生徒や保

護者に情報提供を行うに当たっては、別添のリーフレットもご活用いただきたいこ

と（別添３参照）。 

 

（２）地域における就労選択支援に係る連携体制 

就労選択支援の利用時期に定めはないが、例えば、夏期休業中に就労選択支援の

アセスメントの実施希望が集中し、就労選択支援事業者が受け入れ困難となる場合

も考えられることから、各自治体と教育委員会、特別支援学校等が連携を図り、各

地域における就労選択支援に係る連携体制の構築にご協力いただきたいこと。 

 

(３) 特別支援学校等と就労選択支援事業者等の連携 

  特別支援学校等に在籍する生徒が就労選択支援を利用する場合に、適切かつ効果

的にアセスメント等が実施され、生徒の進路選択に有効に活用されるよう、特別支

援学校等と就労選択支援事業者等が連携を図るとともに、本人や保護者への同意を

得た上で、特別支援学校等における個別の教育支援計画を共有するなど、就労選択

支援事業者に対する情報提供について、ご協力いただきたいこと。 

また、生徒の学習の状況等を把握している特別支援学校等に対して、就労選択支

援事業者からケース会議への参加が求められる場合もあることから、必要に応じて

ご協力いただきたいこと。 

 

(４) 特別支援学校等における実習等の場面を活用した作業観察の実施 

就労選択支援のアセスメントにおける作業観察については、特別支援学校等に在

籍する生徒が就労選択支援事業所に通所して行う作業を観察する場合のほか、特別

支援学校等の教育課程に位置付けられた校内実習や作業現場等における実習等の

場面に就労選択支援事業者が出向いて、当該作業の観察を行うことも可能であるこ

と。このため、就労選択支援事業者から、アセスメントにおける作業観察の場面と

して、特別支援学校等における実習等を活用することについて依頼があった場合に

は、可能な限りご協力いただきたいこと。 

なお、この場合、特別支援学校等の教育課程に位置付けられた各教科・科目等の

目標・内容に沿った実習等を作業観察の場面としても活用するものであり、生徒は

学校の授業に出席しつつ、同時に障害福祉サービスを利用する形となること。 

 

(５) 就労選択支援を利用する場合の特別支援学校等の出欠の取扱い 

特別支援学校等に在籍する生徒が就労選択支援事業所に通所して就労選択支援

を利用する場合、長期休業期間中に通所する場合と、特別支援学校等の授業日に通

所する場合とが想定される。 

生徒が学校の授業日に就労選択支援を受けるために登校できない日については、

当該生徒の出欠の扱いについて、校長の判断により「選抜のための学力検査の受検
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その他教育上特に必要な場合で、校長が出席しなくてもよいと認めた日数」として

「出席停止・忌引等の日数」に計上することが可能であること。 

また、校長の判断によって、就労選択支援を学校の教育活動に位置付け、出席と

して扱うことを妨げるものではないが、その場合には、就労選択支援における生徒

の活動が、学校の教育課程における目標・内容に沿うものであることを確認した上

で、出席として扱う必要があること。 

 

３ 就労移行支援事業所等による従来の就労アセスメントを経た就労継続支援Ｂ型の利

用に関する留意点 

教育関係機関及び福祉関係機関におかれては、就労選択支援の施行後、１（３）の

とおり近隣に就労選択支援事業者がない場合等において、特別支援学校等に在籍する

生徒が就労移行支援事業所等による従来の就労アセスメントを利用する際には、平成

29年４月25日付け事務連絡「就労系障害福祉サービスにおける教育と福祉の連携の一

層の推進について」の２、４、５で示す内容を踏まえて、従前どおり引き続き適切に

対応すること。（別添４参照） 

なお、別添４の事務連絡においては、就労継続支援Ｂ型の利用対象について、「特

別支援学校在学者が卒業後すぐに利用する場合には、就労移行支援事業者等によるア

セスメントにより、就労面に係る課題等の把握が行われている者を対象としている」

旨を示しているが、就労選択支援の施行後においては、近隣に就労選択支援事業者が

ない場合等においてのみ、就労移行支援事業所等による従来の就労アセスメントを経

た利用が認められることに留意すること。 

また、従来の就労アセスメントの実施方法やアセスメント結果の活用方法について

とりまとめた「各支援機関の連携による障害者就労支援マニュアル」を別添のとおり

改訂したため、参照いただきたいこと。（別添５参照） 

 

 

（添付資料） 

  別添１ 令和７年３月31日付け障障発0331第３号「就労選択支援の実施について」 

  別添２ 令和７年４月21日付け事務連絡「「就労選択支援実施マニュアル」の送付

について」 

  別添３ 就労選択支援に関する案内用リーフレット 

  別添４ 平成29年４月25日付け事務連絡「就労系障害福祉サービスにおける教育と

福祉の連携の一層の推進について」 

  別添５ 各支援機関の連携による障害者就労支援マニュアル（令和７年５月改訂） 

 

 

 


